
 令和６年第６回教育委員会会議 報告事項（２） 

 

沖縄県教育委員会訓令の一部改正（沖縄県教育委員会の所管に属する

会計年度任用職員の勤務条件等に関する規程の一部を改正する訓令） 

 

総 務 課  

 

 沖縄県教育委員会の議決事項及び教育長に委任する事項等に関する規則第４条

第１項第２号及び沖縄県教育庁事務決裁規程第５条第１号の規定に基づき、統括

監専決により処理したので、同規則第６条の規定により報告する。 

 

１ 訓令の概要 

  会計年度任用職員の勤務条件等について必要な事項を定めた教育委員会訓令 

⑴ 沖縄県教育委員会の所管に属する会計年度任用職員の勤務条件等に関する

  規程（平成 20 年沖縄県教育委員会訓令第 22 号） 

 

２ 改正の経緯及び必要性 

 引用している沖縄県会計年度任用職員の報酬、期末手当及び費用弁償に関す

る条例（令和元年沖縄県条例第 42 号）を改正後の題名に改める。 

 

３ 改正の概要 
 ⑴ 引用している沖縄県会計年度任用職員の報酬、期末手当及び費用弁償に関

する条例（令和元年沖縄県条例第 42 号）を改正後の題名に改める。（第８条

関係） 

⑵ この訓令は、令和６年４月１日から施行する。（附則） 

 

４ 公布日（公報登載日）及び施行年月日 

  公 布 日 令和６年３月 29 日 

  施行年月日 令和６年４月１日 

 

５ 根拠法令 

  沖縄県会計年度任用職員の報酬、期末手当及び費用弁償に関する条例 

 

６ 添付資料 

  新旧対照表 
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